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Ⅰ　事実の概要




昭 51.4.14（民集 30 巻 3 号 223 頁）は、投票価値の平等が憲法上の要請
であるとし、その後、参議院議員通常選挙（以下、「参院選挙」）でもこ




集 58 巻 1 号 56 頁。以下、「平成 16 年判決」）以降、最高裁の判断は厳
格化した 1。最大判平 18.10.4（民集 60 巻 8 号 2696 頁。以下、「平成 18
年判決」）では投票価値の不平等是正について国会の不断の努力が必要




巻 10 号 3357 頁。以下、「平成 24 年判決」）は、平成 22 年 7 月 11 日施
行の参院選挙までの間に参議院議員定数配分規定を改正しなかったこと
が国会の裁量権の限界を超えないが、最大較差 1 対 5.00 は違憲の疑い
が生じる著しい不平等状態にあったと判示した。そして、平成 24 年判








平成 24 年判決の後、平成 24 年 11 月 16 日に公職選挙法の改正がなさ
れ（公職選挙法の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 94 号）。以下、
「平成 24 年改正」）、参議院の選挙区選出議員の定数配分規定が「4増 4
減」とされ（以下、「本件定数配分」）、一定の較差の是正がなされた（1















































































































りながらも、最高裁が 1 対 6.59 の最大較差を違憲状態と判断すること
はあったが（最大判平 8.9.11（民集 50 巻 8 号 2283 頁。以下、「平成 8
年判決」））、他の判例は 1対 6 未満の最大較差をいずれも合憲と判断し
てきた。
平成 16 年判決以降、投票価値の平等が損なわれたかどうかに関する





判決と本判決はそれぞれ 1対 4.77 と 1 対 5.00 の最大較差を違憲状態と
判断した。本判決の内容を見ると、平成 24 年判決により国会が選挙制
度の仕組みを見直す内容の法改正をする責務を負ったことを明示し、国









判昭 63.10.21（民集 42 巻 8 号 644 頁。以下、「昭和 63 年判決」）はそれ
ぞれ 1 対 5.26 と 1 対 5.85 の最大較差を合憲とした。平成 8 年判決は 1
対 6.59 の最大較差を違憲状態と判断した。その後、最大判平 10.9.2（民
集 52 巻 6 号 1373 頁）と最大判平 12.9.6（民集 54 巻 7 号 1997 頁）はそ
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れぞれ 1対 4.81 と 1 対 4.98 の最大較差を合憲とした。投票価値の不平
等が憲法上許容できるものであったのかどうかを判断する最高裁の態度
が厳格化したと評価されている平成 16 年判決以降、平成 16 年判決、平
成 18 年判決、平成 21 年判決はそれぞれ 1 対 5.06、1 対 5.13、1 対 4.86
の最大較差を合憲とした。
平成 8年判決が 1対 6.59 の最大較差を違憲状態とし、昭和 63 年判決
が 1 対 5.85 の最大較差を合憲としたことから、学説では、最高裁は 1
対 6を違憲状態の判断の目安とし、6倍未満の較差であれば合憲と判断
するとみなされてきた。事実、平成 18 年判決に至るまで、最高裁は 5
倍を超える較差を合憲と判断してきた。しかし、平成 24 年判決では 1
対 5.00 の最大較差を違憲状態と判断した。平成 24 年判決は最高裁の従
来の違憲状態判断の基準を壊し、平成 18 年判決以前の先例よりもその
基準を厳格化した（1対 5以上の較差を許容しない）という評価もされ
ている 6。本判決は平成 21 年判決で合憲とされた較差（1対 4.86）を下















る 7。本判決は平成 21 年判決以前に問題とされた較差は合理性のある




























































を示したことはない。最高裁は、平成 21 年判決以降、平成 16 年判決を
受けて参議院に設けられた参議院改革協議会の下に設けられた選挙制度











②の判断につき、平成 24 年判決は以下の判断をした。平成 21 年判決
により選挙制度の抜本的見直しが必要であることが認識された。その見
直しには相応の時間が必要だが、平成 21 年判決から平成 24 年判決で問
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